
活動状況報告 
（平成２９年３月９日） 



１ 

１．支援決定の状況 

 

〇累計の支援決定件数・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７２１件 
（２月末時点）  
※岩手県１６５件、宮城県３３４件、福島県８３件、青森県５６件、茨城県５４件、栃木県１２件、千葉県１３件、その他地域４件 
 

〇うち、２月の支援決定件数・・・・・・・５件 
※宮城県３件、福島県1件、茨城県１件 
 

○累計の相談受付件数・・・・・・・・・・・・・・・・ ２，５０２件 
※岩手県４８８件、宮城県１，０８８件、福島県３８２件、青森県１６３件、茨城県２０７件、千葉県１０６件、栃木県４１件、その他地域２７件 

 
〇買取対象債権の元本総額等 

（１）買取対象債権の元本総額・・・・・・・・・１，２２９億円 
 ※対象：支援内容に債権買取を伴う支援決定６８７件 
 
    債務免除の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５８６億円 
    ※対象：支援内容に債務免除を含む支援決定５０３件 
 
（２）出資額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４３億円 
 ※出資１３件（出資予定金額を含む） 

 
      



２ 

○説明会・相談会・関係先往訪の実施累積回数 ・・・・・ ３，８９９ヶ所（うち金融機関 １，６２１ヶ所） 

２．相談受付・支援決定に向けた作業の状況（２月末時点） 

○相談受付状況、作業状況 

相談・依頼受付件数    ２，５０２件（＋６） 

① ：事業者や金融機関と具体的な協議を行っているもの   うち９件（＋２） 

② ：社内方針決定済（①の調整を経て、支援決定に向けた調整中）   うち２１件（▲５） 

③ ：支援決定を行ったもの 
（事業者が事業再生計画を策定し、メインバンクから支援表明書を受領したもの） うち７２１件（＋５） 

④：①、②のうち現時点において、支援決定要件を満たす蓋然性の高いもの ３０件程度 

⑤ ：③のうち買取等決定を行ったもの 
（全ての関係金融機関から債権買取について同意があったもの） 

うち７０７件（＋３） 
 

⑥ ：⑤のうち当機構で実際に債権買取等を行ったもの   うち６９３件（＋３）       

 
【参考】 

◆ ：制度に関する質問等で説明や助言等で一旦は終了しているもの うち１,７２９件（＋５） 

◇ ：支援に関する相談を受け付けたが待機中となっているもの 
例えば 
・事業を再開する用地の見通しがついた段階で、当機構での具体的な相談を 
進めていきたい等の事業者の意向で、現在待機の状態となっているもの 
・相談時、制度に関する説明等を行い、現在事業者において検討中のもの 
 

うち２２件（▲１） 
 

（ ）の数字は１月末時点からの増減 

（注１）②には別途メインバンクからの支援表明書の提出等をもって支援決定となる条件付支援決定２件が含まれています 

（注２）②社内方針決定済２１件のうち１４件が、社内方針決定後９０日以上経過しており、事業再生計画の調整等に時間を要しています 

（注３）④３０件程度は、①②の案件を精査した結果、現時点において支援決定要件を満たす蓋然性の高いものです 

データ 

取得先 

７５１件 

（＋２） 

合計 

７５０件 

程度 

 



  １０名以下 １０名超１００名以下 １００名超５００名以下 ５００名超 合計 

農業関連 ９ ４ ２ ０ １５（±０） 

畜産関連 ４ ３ ０ ０ ７（±０） 

水産関連 ８９ ７８ ２ ０ １６９（±０） 
  漁業 ４ ５ ０ ０ ９（±０） 

  水産加工 ６２ ５９ ２ ０ １２３（±０） 

  その他（水産卸売等） ２３ １４ ０ ０ ３７（±０） 

建設・土木 ３６ ２１ ０ ０ ５７（±０） 

造船関連 ７ ２ １ ０ １０（±０） 

自動車関連（整備・販売等） ２３ ３ ０ ０ ２６（±０） 

食品製造 １５ ２０ １ ０ ３６（±０） 

  菓子製造 ６ ７ １ ０ １４（±０） 

  その他（酒造等） ９ １３ ０ ０ ２２（±０） 

その他製造 
（金属加工、電子部品製造等） 

３７ ４３ ４ ０ ８４（±０） 

運輸・倉庫 １３ ２２ ３ ０ ３８（±０） 

卸売業 ２０ １０ ０ ０ ３０（＋１） 

小売業 ８０ ２０ １ ０ １０１（＋１） 
不動産 １４ ２ ０ ０ １６（±０） 

飲食業 ４４ １６ ０ ０ ６０（±０） 

観光関連（宿泊業等） １８ １３ １ ０ ３２（±０） 

生活関連サービス 
（理美容・冠婚葬祭等） 

１７ ９ １ ０ ２７（±０） 

教育（学校、学習支援） ３ １ ０ ０ ４（±０） 

医療・介護 ５ ５ ４ ０ １４（±０） 

その他業種（技術サービス等） １５ ９ １ ０ ２５（±０） 

合計 

（比率） 
４４９ 
（６０%） 

２８１ ２１ ０ ７５１（＋２） 

３ （ ）の数字は１月末時点からの増減 

３．データ取得先の業種別・地域別・規模別一覧 
 
 
（ア）データ取得先の業種分野別・従業員数別の一覧（２月末時点） 
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３．データ取得先の業種別・地域別・規模別一覧 
 
 
（イ）データ取得先の地域別・金額規模別状況（２月末時点） 

（注2）他＝栃木県、長野県、静岡県、埼玉県 （注１）大口＝借入金10億円以上、中口＝借入金1～10億円未満、小口＝1億円未満 

（注３）塩竈市等には、東松島市・松島町・利府町・多賀城市・七ヶ浜町を含む 
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４．支援決定事案の概要（２月） 

５ 
 

第７２１号 宮城県沿岸部の漁業者（新規融資等による船舶・冷凍倉庫更新）   
 【関係金融機関】 県内金融機関他 
 【被災状況】 津波により建物・設備等の資産が流出。水揚量の減少に伴い売上も減少。 
           なお、震災後、事業者は公的な復興支援施策の助成を受けていたが、当該支援は終了となっている。 
 【支援内容】 機構が震災前債権を買い取り、債務の一部を免除、元金返済猶予、利息減免を実施。 
           また、金融機関により新規融資（補助金に対するつなぎ融資を含む）が行われる。 
 【事業計画】 業歴１００年を超える事業者であり、金融機関による新規融資等により保有船舶を大型化し、グループ 
           補助金等によって冷凍倉庫を再建し、増収を図る。 

第７２２号 茨城県の食品製造販売業者（地域の人口減少等に加え、震災被害からの再生支援）   
 【関係金融機関】 県内金融機関他 
 【被災状況】 震災により店舗が全壊、機械設備も損壊した。また、風評被害もあり、売上減少が続いていた。 
 【支援内容】 機構が震災前債権を買い取り、債務の一部を免除、元金返済猶予、利息減免を実施。 
           また、金融機関から新規融資及び買取対象外債権の条件変更が行われる。 
 【事業計画】 震災前から中心市街地の人口減少・景気後退により、売上は減少傾向。当社の歴史ある主力商品 
           のほか、新商品の営業に注力しており、従来と異なる顧客層の取り込み等により売上増加を目指す。  
                            （業歴１００年を超える事業者。現社長と後継者（親族）とで事業再生に邁進している。） 

第７２０号 福島県浜通りの建設関連業者（債務負担軽減・営業強化）   
 【関係金融機関】 県内金融機関他 
 【被災状況】 震災により事務所の一部が損壊。原発事故の避難地域となった取引先からの受注を失い売上減少。 
 【支援内容】   機構が震災前債権を買い取り、債務の一部を免除、利息減免を実施。 
           また、買取対象外の債権についても金融機関により返済条件の大幅な緩和が行われる。 
 【事業計画】 当社独自の製品・技術を背景とした営業強化・売上増加を図る。           



４．支援決定事案の概要（２月） 

第７２４号 宮城県沿岸部の漁業者〈個人事業者〉（機構・金融機関に加え、取引先からの支援を獲得）   
 【関係金融機関】 県内金融機関他 
 【被災状況】 津波により在庫・機械・車両が流出。風評被害により売上減少。 
 【支援内容】   機構が震災前債権を買い取り、債務の一部を免除、元金返済猶予、利息減免を実施。 
          また、金融機関からの新規融資のほか、金融機関以外の関係先からも資金繰りの支援が行われている。 
 【事業計画】 主力の養殖事業について餌の管理を徹底するほか、閑散期に新たな漁を開始することや、従来、 
           廃棄処分していた傷付いた魚や小さな魚を加工して販売することにより、収益改善を目指す。         

６ 
 

第７２３号 宮城県沿岸部の食品加工業者（グループ補助金等による工場再建、新規融資による更新設備投資）  
 【関係金融機関】 県内金融機関他  
 【被災状況】  津波により工場が損壊、機械・在庫が流出。一時営業停止により売上減少。 
 【支援内容】  機構が震災前債権を買い取り、債務の一部を免除、元金返済猶予、利息減免を実施。 
          また、金融機関からの新規融資に対して機構が保証を付与するほか、つなぎ融資を実行。 
 【事業計画】  グループ補助金等による本社工場の再建や、新規融資による設備投資により、売上拡大・生産効率 
          の向上を図る。また、大幅債務免除による債務負担の軽減や、新規の運転資金融資により資金繰りを 
          改善し、営業強化等に注力する。 



５．これまでの支援内容の特徴 

支援手法分類 

債権買取（一部債務免除） 新規融資への保証 出資 つなぎ融資 

６８７件（５０３件） ２２６件 １３件 ３７件 

（注）同一の案件について、複数の支援手法を用いている場合があるため、支援決定件数とは一致しません。 

（イ）債権買取価格の分布 

対象：債権買取を伴う支援決定６８７件 

２０００万円未満 ２０００万以上 
５０００万円未満 

５０００万以上 
１億円未満 

１億以上 
１０億円未満 

１０億円以上 

３５９件 １４９件 ８３件 ９４件 ２件 

（ア）支援の内容別分類 

７ 
 

６．平成28年10月～12月末に支援決定に係る全ての再生支援を完了した事業者 

所在地等 業種 被災状況 

福島県会津地方 建設業 震災により本社建物が損壊 

福島県沿岸部 電気設備工事業 原発事故の影響で主要取引先からの受注が激減 

福島県中通り 小売業 風評被害により、売上が減少 

岩手県沿岸部 生活関連サービス業 震災により店舗が損壊 



８ 

稼働状況 

 ソリューション提供件数 １２９件（29年２月末現在） 

水産関連 ３６ 

食品製造 ８ 

宿泊・飲食 ８ 

小売 ６ 

卸売 ６ 

その他製造 ５ 

機械製造 １ 

生活関連サービス １ 

宿泊・飲食 ２ 

食品製造 １ 

運輸 １ 

卸売 １ 

農業関連 １ 

宿泊・飲食 ９ 

水産加工 ３ 

小売 ３ 

機械製造 １ 

建設 １ 

その他製造 ２ 

卸売 １ 

水産関連 ２ 

その他製造 １ 

技術サービス １ 

水産関連 ４ 

技術サービス ２ 

運輸 １ 

宿泊・飲食 １ 

機械製造 １ 

その他製造 １ 

卸売 １ 

小売 １ 

畜産関連 １ 

宿泊・飲食 １３ 

水産関連 ９ 

小売 ７ 

その他製造 ６ 

食品製造 ４ 

卸売 ２ 

運輸 １ 

技術サービス １ 

自動車 １ 

建設 １ 

機械製造 １ 

トップライン 
向上 

金融機関等 
外部との連携 

制度周知 
支援 

計画遂行 
アドバイス 

営業利益率 
向上 

その他 

７１ ４６ ２０ １３ ６ ４ 

７．Solution提供業務について 

【本件に関するお問い合わせ先】  

（株）東日本大震災事業者再生支援機構                  
                                     仙台本店 総務部     （担当：鈴木）            Ｔｅｌ：０２２‐３９３‐８８０８ 

    東京本部 企画調整室（担当：野崎、川口、岩元）     Ｔｅｌ：０３-６２６８-０１３３ 

※ 複数事業者を対象とした企画の提案（例:商談会のアレンジ）については、提供事業者数ベースでカウント。 


